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令和６年度９月補正予算　総括表

【会計別一覧】 [単位：千円]

◎一般会計補正予算（第６号） [単位：千円]

財    源    内    訳

国 県 市 債 その他 一般財源

1 出　納　室 2.1.4 会計管理費 4,455 4,455

2 総　務　課 2.1.5 施設維持管理費 355 355

3 総合政策課 2.1.5 集会所管理費 147 147

4 都市整備課 2.1.5 夕日ヶ丘分譲地定期借地用地取得事業 10,844 10,844

5 教育総務課 2.1.5 旧誠道小学校体育館等解体事業 99,248 89,000 10,248

6 総　務　課 2.1.6 旧誠道小学校利活用支援補助金 12,890 12,890 0

7 総合政策課 2.1.6 ふるさと納税ＰＲ事業 110 110 0

8 総合政策課 2.1.6 市民活動推進事業補助金 1,000 500 500

9 財政課ほか 2.1.13 【新規】 国県負担金補助金返還金 2,795 2,795

10 長寿社会課 3.1.4 老人福祉センター運営事業 97 97

11 長寿社会課 3.1.4 介護保険費特別会計繰出金 452 452

12 環境・ごみ対策課 4.1.4 小規模発電設備等導入推進事業補助金 8,400 4,180 4,220 0

13 農　政　課 6.1.4 農地耕作条件改善事業 2,978 2,085 893 0

14 水産商工課 7.1.2 企業自立支援事業 151,136 151,136 0

15 水産商工課 7.1.2 【新規】
令和６年度為替相場の急激な変動対策
特別金融支援事業利子補助金

2,860 1,430 1,430

16 水産商工課 7.1.2
令和６年度エネルギー・原材料価格高
騰対策特別金融支援事業利子補助金

△ 3,116 △ 1,558 △ 1,558

17 建築営繕課 8.1.1 住宅・建築物耐震化促進事業補助金 10,490 4,271 3,067 3,152

18 建築営繕課 8.1.1 危険ブロック塀撤去費等補助金 4,500 2,250 1,126 1,124

19 建築営繕課 8.5.1 市営住宅建替事業 1,733 866 867

20 生涯学習課 10.4.2 公民館トイレ改修事業 35,399 20,300 15,000 99

21 生涯学習課 10.4.8 【新規】 市民交流センター防犯カメラ増設事業 2,640 2,640

349,413 7,387 31,130 104,000 169,249 37,647

繰越金

計

事    業    名 補 正 額
番
号

担 当 課 費目

介護保険費特別会計補正予算（第１号） 4,263,643 30,059 4,293,702

公共下水道事業会計補正予算（第２号） 4,038,738 91 4,038,829

区　　分 補正前の予算額 補正額 補正後の予算額

一般会計補正予算（第６号） 19,817,500 349,413 20,166,913

　うち収益的支出 1,356,868 91 1,356,959

　うち資本的支出 2,681,870 0 2,681,870

魚と鬼太郎のまち

境港ふるさと基金

魚と鬼太郎のまち境港

ふるさと基金ほか

元 金

寄附金

寄附金
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　○繰越明許費 [単位：千円]

番
号

担　当　課 費目 金　額

1 環境・ごみ対策課 4.1.4 75,333

　○債務負担行為補正（追加）

番
号

担　当　課

1 都市整備課

2 都市整備課

3 水産商工課

4 生涯学習課

　○地方債補正（追加） [単位：千円]

1 教育総務課

2 生涯学習課

◎介護保険費特別会計補正予算（第１号） [単位：千円]

財    源    内    訳

国 県 市 債 その他 一般財源

1 長寿社会課 1.3.2 認定調査等費 439 439

2 長寿社会課 3.3.2 介護相談員派遣事業 69 26 13 30

3 長寿社会課 5.1.2 国県負担金補助金等返還金 29,551 29,551

30,059 26 13 0 0 30,020

繰越金 29,568

一般会計繰入金 452

◎公共下水道事業会計補正予算（第２号）

収益的支出 [単位：千円]

計

事    業    名 補 正 額

旧誠道小学校体育館等解体事業費 89,000

公民館トイレ改修事業費 15,000

費目
番
号

担 当 課

体育施設管理委託料 令和７年度～令和９年度
令和７年４月１日の体育施設利用料金改定に伴
う指定管理者の減収額

番
号

担 当 課 起　債　の　目　的 限　度　額

境港市土地開発公社が所有する深田川地区の土地に住宅
地貸付制度の申込みがあった場合、当該用地を市が取得
するための経費

令和６年度～令和７年度 契約に定める額

令和６年度為替相場の急激な変動対策特別金融支援事業
利子補助金

令和７年度～令和９年度
融資実行日から３年を経過する日までの間に生
じる利子の額

境港市土地開発公社が所有する深田川地区の土地に定期
借地権設定の申込みがあった場合、当該用地を市が取得
するための経費

令和６年度～令和７年度 契約に定める額

事    業    名 繰越理由

脱炭素先行地域づくり事業補助金 年度内に完了することが困難なため。

事　　項 期　間 限　度　額

款 項 補 正 額 備　考

1 下水道事業費 91

1 営 業 費 用 91

6 総　係　費 91 公金取扱手数料（口座振込手数料）

目
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◎一般会計補正予算（第６号）

[単位：千円]

会計管理費

財　　　　源　　　　内　　　　訳

国 県 市債 その他 一般財源

金額 ◇説明

　本年10月から、指定金融機関において公金支出に係る振込手数料が有料化

　されることに伴い、必要となる手数料。

◇経緯

　内国為替制度運営費が本年10月から公金に適用されるのにあわせ、指定金融

　機関から手数料制定の申し出があったことから、これに対応するもの。

　（鳥取県及び県内他市と同額）

◇補正内容

項　目 補正額

R5.10～R6.3実績に基づき見込件数を算出

【指定金融機関口座】　　＠100円×19,600件×1.1

【その他の金融機関口座】＠162円×12,900件×1.1

施設維持管理費

財　　　　源　　　　内　　　　訳

国 県 市債 その他 一般財源

金額 ◇説明

　人件費の上昇等により不足する、保健相談センター内空調設備の保守点検

　委託料を増額する。

◇補正内容

予算額 決算見込 補正額

① ② ②－①

委託料 226 581 355

4,4554,455

355355

事業費

4,455

事業名

担当課 費　目 項目

補正額

補正額

事業名

担当課 費　目 項目

総務課 2.1.5

節別内訳

事業費

出納室 2.1.4

節別内訳

11 役務費 4,455

手数料

内　容

12 委託料 355

項　目

- 3 -



集会所管理費

財　　　　源　　　　内　　　　訳

国 県 市債 その他 一般財源

金額 ◇説明

　自治会が所有する地区集会所について、改修を実施する自治会に対して

　施設整備に係る奨励金を交付する。

◇内容

　対 象 者：渡町第７区自治会（集会施設の所有者）

　対象施設：渡町第７区会館

　改修内容：玄関引き戸の取替、段差の解消

　奨励金額：146,567円（総事業費：343,134円）

　　　　　　※（改修費－５万円）×1/2（上限：150万円）

◇補正内容

項　目 補正額

補助金 147

夕日ヶ丘分譲地定期借地用地取得事業

財　　　　源　　　　内　　　　訳

国 県 市債 その他 一般財源

金額 ◇説明

　定期借地契約の締結により、土地開発公社から土地を購入するための費用。

【参考】

◇土地購入実績

◇令和６年８月30日時点における残区画数

公　社 ３区画

147

10,84410,844

事業費

事業名

担当課 費　目 項目 事業費

総合政策課 2.1.5

節別内訳

18
負担金補助
及び交付金

147

内　容

補正額

地区集会施設整備奨励金

147

補正額

事業名

担当課 費　目

都市整備課 2.1.5

節別内訳

項目

16
公有財産購
入費

10,844

件 数 金 額 件 数 金 額 件 数 金 額 件 数 金 額

公　社 20 205,359 4 27,925 4 29,030 198 1,942,952

保留地 91 960,104

合計 20 205,359 4 27,925 4 29,030 289 2,903,056

公　社 0 0 0 0 0 0 1 9,853

保留地 1 10,049

合計 0 0 0 0 0 0 2 19,902

公　社 20 205,359 4 27,925 4 29,030 199 1,952,805

保留地 0 0 0 0 0 0 92 970,153

合計 20 205,359 4 27,925 4 29,030 291 2,922,958

R5
制　度 区　分

R4 R6 累 計

住宅地貸付制度

定期借地制度

合　　計

区分 街区 面　積 金　額 契約者

1 36街区11 358.45㎡ 10,844 市 外

10,844合計（１件）
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旧誠道小学校体育館等解体事業

財　　　　源　　　　内　　　　訳

国 県 市債 その他 一般財源

金額 ◇説明

　旧誠道小学校の体育館及びプールほか関連施設の解体工事を実施する。

◇解体対象建物等

　①体育館（機械室、器具庫含む）

　②プール（プール付属棟・機械室含む）

◇今後のスケジュール（予定）

　令和６年10月　発注（工事・監理業務）

　令和７年３月　工事完了

◇補正内容

内容 補正額

監理業務 1,326

解体工事 97,922

99,248

◇財源 市債（公共施設等適正管理推進事業債・90％）

10,24889,00099,248補正額

14 工事請負費 97,922

項目

委託料

工事請負費

費　目

事業名

担当課

合　計

項目 事業費

教育総務課 2.1.5

節別内訳

12 委託料 1,326
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旧誠道小学校利活用支援補助金

財　　　　源　　　　内　　　　訳

国 県 市債 その他 一般財源

金額 ◇説明

　旧誠道小学校を活用し、本市の地域活性化及び交流人口の拡大に資する

　事業に対する補助金を増額する。

◇事業概要

　旧誠道小学校を「地域に密着した施設」として活用することで、地域住民

　との交流や地域の活性化及び交流人口の拡大に寄与する事業計画に対して

　企業版ふるさと納税を財源とした補助金を交付する。

◇補助内容

　対 象 者　：（株）SC鳥取

　対象計画　：旧誠道小学校改修計画（第１改修計画）

　内　　容　：旧誠道小学校校舎をガイナーレ鳥取ユースチームの寮に改

　　　　　　　修するとともにグラウンドを天然芝のサッカー場として整

　　　　　　　備する

　　　　　　　【旧校舎１階部分の改修】

　　　　　　　・寮生22人及び合宿者24人を収容可能な寄宿舎を整備

　　　　　　　・トイレ・シャワー・食堂・調理場・空調など

　　　　　　　【天然芝グラウンドの整備】

　　　　　　　【夜間照明及び防球ネットの設置】　　　など

　対象経費　：事業の目的達成に必要な施設改修に係る委託料及び工事費

　　　　　　　並びに施設運営費ほか

　追加補助額：12,890千円

　　　　　　　（事業計画に賛同する企業からの企業版ふるさと納税５件分）

◇スケジュール

　令和６年４月　施設貸付

　　　　　　　　交付申請・交付決定

　　　　　５月　概算払（３月補正分30,000千円）

　　　　　６月　グラウンド周辺整備（樹木伐採・バックネット撤去ほか）

　　　　　７月　グラウンド芝生完成

　　　　　９月　計画変更申請・変更交付決定

　　　　　　　　校舎改修着工（～12月）

◇補正内容

項　目 補正額

補助金 12,890

◇財源

　魚と鬼太郎のまち境港ふるさと事業指定寄附金

　（企業版ふるさと納税寄附金）

012,89012,890

旧誠道小学校利活用支援補助金

補正額

担当課 費　目 項目 事業費

総務課 2.1.6

事業名

内　容

18
負担金補助
及び交付金

節別内訳

12,890
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ふるさと納税ＰＲ事業

財　　　　源　　　　内　　　　訳

国 県 市債 その他 一般財源

金額 ◇説明

　仲介事業者がマッチングした企業版ふるさと納税について、その寄附額の

　一部を仲介事業者に委託料として支払う。

◇補正内容

項　目 補正額

◇財源

　魚と鬼太郎のまち境港ふるさと事業指定寄附金

　（企業版ふるさと納税寄附金）

市民活動推進事業補助金

財　　　　源　　　　内　　　　訳

国 県 市債 その他 一般財源

金額 ◇説明

　申請件数の増加により不足する、市民等が行う社会貢献性のある活動に

　対する補助金を増額する。

◇補正内容

件　数 金　額 件　数 金　額

15 1,600 19 2,600 1,000

◇財源

　県支出金（市町村創生交付金）　1/2

【新規】 国県負担金補助金返還金

財　　　　源　　　　内　　　　訳

国 県 市債 その他 一般財源

金額 ◇説明

　過年度に交付を受けた国庫補助金の精算に伴う返還金。

所　属 返還先 補正額

財政課 国 2,711

2,711

市民課 国 84

84

2,795

補助金

一般事業 100～300千円/件 5 1,000 14 2,300 1,300

緑化事業 60千円/件 10 600 5 300 △ 300

事業名

担当課 費　目 項目 事業費

総合政策課 2.1.6 補正額 1,000

2,795

500

補正額
②－①

500

合　計

事業費

2,795

節別内訳

18
負担金補助
及び交付金

1,000

項　目 補助対象 補助上限
①　予　算 ②　見　込

事業名

0110110

事業費

項　　　目

物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金

110
寄附額の10％＋消費税

節別内訳

12 委託料 110

内　容

事業名

担当課 費　目 項目

総合政策課 2.1.6

＠1,000千円×10％×1.1
委託料

補正額

担当課 費　目 項目

22

財政課ほか 2.1.13

償還金利子
及び割引料

2,795

節別内訳

補正額

返還金　合 計

計

計

マイナンバーカード交付事務費補助金
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老人福祉センター運営事業

財　　　　源　　　　内　　　　訳

国 県 市債 その他 一般財源

金額 ◇説明

　老人福祉センターの玄関ホール照明器具（１基あたり蛍光灯５本）の交換に

　必要な経費を増額する。

◇補正内容

項　目 補正額

修繕料 97

介護保険費特別会計繰出金

財　　　　源　　　　内　　　　訳

国 県 市債 その他 一般財源

金額 ◇説明

　介護保険費特別会計の認定調査等費及び介護相談員派遣事業の補正に伴い、

　繰出金を増額する。

◇補正内容

項　目 補正額

小規模発電設備等導入推進事業補助金

財　　　　源　　　　内　　　　訳

国 県 市債 その他 一般財源

金額 ◇説明

　申請件数の増加により不足する、蓄電池等の導入に対する補助金

　を増額する。

◇補正内容

件　数 金　額 件　数 金　額

太陽熱 20千円/件 1 20 1 20 0

燃料電池 120千円/件 1 120 1 120 0

蓄電池 400千円/件 40 16,000 60 24,000 8,000

94 28,440 115 36,840 8,400

◇財源 県支出金 18/40（太陽光）

1/2（蓄電池）

繰入金（魚と鬼太郎のまち境港ふるさと基金）

50

3

50

800

11,500

1,200

11,500

400

0

97

①　予　算 ②　見　込 補正額
②－①

補助上限

97

400千円/件

230千円/件

2

長寿社会課 3.1.4

04,220

452452

節別内訳

452

内　容

環境・ごみ
対策課

補助対象

太陽光
（事業所）

太陽光
（住宅）

項　目

補助金

合　計

事業名

事業費

補正額

補正額

照明器具８基をＬＥＤ化

内　容

事業費

担当課

繰出金

項目

担当課 費　目

繰出金 45227

担当課 費　目

事業名

長寿社会課 3.1.4

節別内訳

10 需用費 97

項目

節別内訳

18
負担金補助
及び交付金

費　目

認定調査等費439千円

事業費項目

4.1.4

8,400

補正額

事業名

4,1808,400

介護相談員派遣事業13千円
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農地耕作条件改善事業

財　　　　源　　　　内　　　　訳

国 県 市債 その他 一般財源

金額 ◇説明

　県補助金の追加交付があることから、弓浜干拓地での石れき除去の面積を

　2.5ha追加し、委託する。

　※石れき除去…営農に支障のある石れきを専用機械で農地から取り除く作業

◇現在の委託概要

　（１）委託内容 石れき除去（25.5ha）、緑肥栽培（17.6ha）

　（２）委託期間　　 令和６年６月27日から令和７年２月28日まで

　（３）委託先 境港市中海干拓地営農組合

　（４）委託額　　 47,769,700円

◇補正内容

項　目 補正額

委託料 2,978

◇財源 県支出金　　7/10（うち国庫支出金5/10）

市負担額　　2/10（繰入金（魚と鬼太郎のまち境港ふるさと基金））

地元負担金　1/10（諸収入（農地耕作条件改善事業地元負担金））

企業自立支援事業

財　　　　源　　　　内　　　　訳

国 県 市債 その他 一般財源

金額 ◇説明

　制度融資の貸付残高に応じて金融機関へ預託するための貸付金を増額する。

◇経緯

　大型投資に係る制度融資が実行されたことに伴い、預託金の見込額が予算

　を上回ったことによるもの。

◇補正内容

予算額 見込額 補正額

① ② ②-①

貸付金 2,197,560 2,348,696 151,136

◇財源 貸付金元金

08932,085

151,136

事業費

内　容

石れき除去業務

20 貸付金 151,136

節別内訳

12 委託料

費　目 項目

水産商工課 7.1.2

節別内訳

2,978

事業名

担当課

補正額 0151,136

項　目

項目 事業費

2,978

事業名

担当課 費　目

農政課 6.1.4 補正額
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【新規】 令和６年度為替相場の急激な変動対策特別金融支援事業利子補助金

財　　　　源　　　　内　　　　訳

国 県 市債 その他 一般財源

金額 ◇説明

　為替相場の急激な変動の影響を受けた中小企業者等が、地域経済変動対策資金

　（令和６年度為替相場の急激な変動）による融資を受けた際に支払う利子相当

　額を最大３年間助成する。

　

◇融資概要

　（１）融資対象

　　令和６年度の為替相場変動により、次のいずれかに該当する中小企業者等

　　ア　最近３か月間の売上高又は販売数量が前年同期の売上高等に比べ５％

　　　　以上減少している者

　　イ　最近１か月間の売上高等が前年同月の売上高等に比べ５％以上減少し、

　　　　かつ、その後の２か月間を含む３か月間の売上高等が前年同期に比べ

　　　　５％以上減少することが見込まれる者

　　ウ　最近１か月の売上総利益率又は営業利益率が前年同月と比べ減少して

　　　　いる者

　（２）申込期間　　令和６年７月１日から同年９月30日まで

　（３）融資限度額　２億８千万円

　（４）融資期間　　10年以内（据置３年以内を含む）

　（５）融資利率　　年1.43％（変動金利）

　（６）保証料率　　0.23％～0.68％（９段階）

◇補正内容

項　目 補正額

補助金 2,860

◇財源 県支出金　1/2

あわせて、債務負担行為を設定する。

財　　　　源　　　　内　　　　訳

国 県 市債 その他 一般財源

金額 ◇説明

　地域経済変動対策資金（令和６年度エネルギー・原材料価格高騰）の受付が

　終了し、後継となる「令和６年度為替相場の急激な変動対策特別金融支援事

　業利子補助金」を創設することから補助金を減額補正する。

◇申込期間　　令和６年４月１日から同年６月30日まで

◇補正内容

予算額 見込額 補正額

① ② ②-①

補助金 4,290 1,174 △ 3,116

◇財源 県支出金　1/2

△ 1,558△ 3,116

事業名

項目

1,4301,4302,860

事業費

費　目 項目

令和６年度エネルギー・原材料価格高騰対策特別金融支援事業
利子補助金【減額補正】

7.1.2

担当課 費　目

水産商工課 7.1.2

節別内訳

補正額

節別内訳

18
負担金補助
及び交付金

△ 3,116

18
負担金補助
及び交付金

2,860

事業名

担当課

水産商工課

補正額

項　目

400,000千円×1.43％×6/12

内容

事業費

△ 1,558
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住宅・建築物耐震化促進事業補助金

財　　　　源　　　　内　　　　訳

国 県 市債 その他 一般財源

金額 ◇説明

　支援制度の新設等により不足する、木造住宅耐震診断業務委託料及び

　耐震改修等に対する補助金を増額する。

　

◇補正内容

件　数 金　額 件　数 金　額

委託料 33 3,739 48 5,439 1,700

1 76 1 76 0

1 4,334 1 4,334 0

5 600 5 800 200

5 5,000 8 9,600 4,600

2 1,676 2 1,676 0

1 1,000 1,000

1 838 838

1 800 800

1 500 500

1 552 552

1 300 300

47 15,425 71 25,915 10,490

◇財源

国庫支出金 県支出金 一般財源

10/10 5,439 2,688 1,344 1,407

2/3 76 37 18 21

2/3 4,334 2,166 1,083 1,085

1/2 800 0 400 400

4/5 9,600 4,000 2,800 2,800

23％ 1,676 836 418 422

4/5 1,000 500 250 250

23％ 838 418 209 211

4/5 800 400 200 200

4/5 500 250 125 125

23％ 552 276 138 138

1/3 300 150 75 75

25,915 11,721 7,060 7,134

15,425 7,450 3,993 3,982

10,490 4,271 3,067 3,152

国1/2   県1/4  市1/4

国2/5   県1/5  市1/5

❷　　　予算額

3,0674,27110,490

事業費

節別内訳

住宅除却

居室単位改修

耐震シェルター設置

耐震シェルター設置(高齢者等)

耐震ベッド設置

耐震シェルター設置（高齢者等）

耐震ベッド設置

国11.5% 県5.75% 市5.75%

国2/5   県1/5  市1/5

屋根瓦耐震改修

❶　　　合　計

補正額
②－①

見込額負担割合

国1/3   県1/6  市1/6

国1/3   県1/6  市1/6

木造住宅耐震診断業務

住宅耐震診断

合　計

居室単位改修

耐震シェルター設置

①　予　算

屋根瓦耐震改修

建築物耐震診断

木造住宅耐震診断業務

 国1/3   県7/30 市7/30

住宅補強設計

住宅耐震改修

        県1/4  市1/4

住宅補強設計（上限引上げ）

住宅耐震改修（上限引上げ）

住宅除却

補助金

1,700

事業名

建築営繕課 8.1.1

12 委託料

3,152

財源内訳

②　見　込

項目

屋根瓦耐風改修

補正額

内　容 補助率

項　目 内　容

建築物耐震診断

18
負担金補助
及び交付金

8,790

国11.5% 県5.75% 市5.75%

国11.5% 県5.75% 市5.75%

国2/5   県1/5  市1/5

 国1/6   県1/12 市1/12

屋根瓦耐風改修

❶－❷　補正額

住宅耐震診断

担当課 費　目

制度新設
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危険ブロック塀撤去費等補助金

財　　　　源　　　　内　　　　訳

国 県 市債 その他 一般財源

金額 ◇説明

　申請件数の増加により不足する、危険ブロック塀の撤去及び改修に対する

　補助金を増額する。

　

◇補正内容

件　数 金　額 件　数 金　額

6 1,800 21 6,300 4,500

3 600 3 600 0

1 150 1 150 0

1 100 1 100 0

3 450 3 450 0

14 3,100 29 7,600 4,500

（※）不特定の者が通行する公共的な場所に面したブロック塀

◇財源

国庫支出金 県支出金 一般財源

2/3 6,300 3,150 1,575 1,575

1/3 600 300 150 150

2/3 150 75 37 38

1/3 100 50 25 25

2/3 450 0 0 450

7,600 3,575 1,787 2,238

3,100 1,325 661 1,114

4,500 2,250 1,126 1,124

1,124建築営繕課 補正額

担当課 費　目

事業名

危険ブロック塀部分撤去

撤去(避難路沿い) 国1/3   県1/6  市1/6

改修(避難路沿い)  国1/6   県1/12 市1/12

❶　　　合　計

❷　　　予算額

❶－❷　補正額

2,2504,500 1,1268.1.1

撤去

改修  国1/6   県1/12 市1/12

部分撤去

財源内訳

補正額
②－①

内　容

見込額

①　予　算

               市2/3

節別内訳

18
負担金補助
及び交付金

4,500

②　見　込
項　目

補助金

内　容 補助率

危険ブロック塀改修(避難路沿い)

合　計

危険ブロック塀撤去（※）

危険ブロック塀改修（※）

国1/3   県1/6  市1/6

危険ブロック塀撤去(避難路沿い)

負担割合

事業費項目
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市営住宅建替事業

財　　　　源　　　　内　　　　訳

国 県 市債 その他 一般財源

金額 ◇説明

　境港市公営住宅等長寿命化計画に基づき、耐用年数を経過した簡易耐火構造

　の渡団地１～４号（１棟４戸）の解体設計を委託する。

　※居住者の住み替えにより解体可能となったため、令和６年度中に解体する。

◇スケジュール

　10月～11月　解体設計業務

　12月補正　　工事費を予算計上予定

　１月～３月　解体工事予定

◇補正内容

補正額

1,733

◇財源　　国庫支出金　1/2

1,733 866

担当課 費　目 事業費

建築営繕課 8.5.1 補正額

節別内訳

12 委託料 1,733

項　目

867

内　容

委託料 解体設計業務（１棟４戸）

項目

事業名
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公民館トイレ改修事業

財　　　　源　　　　内　　　　訳

国 県 市債 その他 一般財源

金額 ◇説明

　中浜公民館、同集会所及び余子公民館のトイレ改修工事を実施する。

◇工事内容（主なもの）

◇スケジュール

　１０月　工事契約・発注

　１１月　工事着工

　３月末　工事完了予定

◇補正内容

補正額

4,794

6,653

14,194

9,758

30,605

35,399

◇財源

　県支出金（原子力発電施設等立地地域基盤整備支援事業交付金）　定額

　市債（緊急防災・減災事業債・100％）

工事請負費

中浜公民館

中浜公民館　集会所

余子公民館

小　計

合　計

20,300

事業名

担当課 費　目 項目 事業費

生涯学習課 10.4.2 補正額 35,399

節別内訳

12 委託料 4,794

14 工事請負費 30,605
施　設 内　容

15,000 99

中浜公民館
①和式トイレの洋式化
②多目的トイレへのカギ、非常ブザー設置
③床のドライ化

中浜公民館　集会所

①和式トイレの洋式化
②多目的トイレ新設
③男女兼用トイレから男女別トイレへの改修
④床のドライ化

余子公民館
①和式トイレの洋式化
②床のドライ化

項　目 内　容

委託料 工事監理業務
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【新規】 市民交流センター防犯カメラ増設事業

財　　　　源　　　　内　　　　訳

国 県 市債 その他 一般財源

金額 ◇説明

　市民交流センターの２階に防犯カメラ６台を増設する。

◇経緯

　現在、市民交流センター２階は防犯カメラ未設置。

　今年７月頃より、一部利用者による迷惑行為の頻発が問題となっている

　ことから、防犯カメラを増設し、監視を強化することで利用環境の改善

　を図る。

◇スケジュール

　10月　契約・発注

　12月　増設完了予定

◇補正内容

補正額

2,640

2,640

委託料 防犯カメラ設置業務（６台）

節別内訳

12 委託料 2,640

項　目 内　容

事業名

担当課 費　目 項目 事業費

生涯学習課 10.4.8 補正額 2,640
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○債務負担行為補正（追加） [単位：千円]

境港市土地開発公社が所有する深田川地区の土地に定期借地権設定の申込み

があった場合、当該用地を市が取得するための経費

◇説明

深田川地区において定期借地権制度を導入したことに伴い、夕日ヶ丘地区と同様に債務負担行為を

設定する。

境港市土地開発公社が所有する深田川地区の土地に住宅地貸付制度の申込み

があった場合、当該用地を市が取得するための経費

◇説明

深田川地区において住宅地貸付制度を導入したことに伴い、夕日ヶ丘地区と同様に債務負担行為を

設定する。

令和６年度為替相場の急激な変動対策特別金融支援事業利子補助金

◇説明

　為替相場の急激な変動により影響を受けた中小企業者等が「地域経済変動対策資金（令和６年度

　為替相場の急激な変動）」による融資を受けた際に、事業者の利子負担相当額について、融資か

　ら最大３年間を助成するため、債務負担行為を設定する。

体育施設管理委託料

◇説明

令和７年度より高齢者団体（70歳以上）及び障がい者団体の体育施設利用料金を半額にすることに伴い、

減少が見込まれる指定管理者の料金収入を補填するため、指定管理委託料を増額する。

Ｒ７年度～Ｒ９年度

担当課 期　　間

事　項

Ｒ７年度～Ｒ９年度

生涯学習課

限　度　額

限　度　額

都市整備課 Ｒ６年度～Ｒ７年度

事　項

都市整備課

担当課 期　　間

事　項

担当課 期　　間

契約に定める額

契約に定める額

令和７年４月１日の体育施設利用料金改定に伴う指定管理者
の減収額

融資実行日から３年を経過する日までの間に生じる利子の額

事　項

Ｒ６年度～Ｒ７年度

期　　間 限　度　額

水産商工課

担当課

限　度　額
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◎介護保険費特別会計補正予算（第１号）

[単位：千円]

認定調査等費

国 県 市債 その他 一般財源

金額 ◇説明

　要介護認定の申請件数増加に伴い不足する、外部委託している認定調査の

　委託料を増額する。

◇補正内容 単位：円

件　数 金　額 件　数 金　額 件　数 金　額

39 128,700 172 514,800 133 438,900

105 237,930 105 237,930 0 0

144 366,630 277 752,730 133 438,900

介護相談員派遣事業

国 県 市債 その他 一般財源

金額 ◇説明

　介護相談員の居住地変更により不足する、通勤に係る旅費を増額する。

◇補正内容

予算額 見込額 補正額

① ② ②-①

旅　費 27 96 69

国県負担金補助金等返還金

国 県 市債 その他 一般財源

金額 ◇説明

　過年度に交付を受けた国・県負担金補助金等の精算に伴う返還金。

◇内容

返還先 受入額 確定額 返還額

677,150 663,978 13,172

1,507 1,177 330

55,084 52,941 2,143

県 30,310 29,221 1,089

支払基金 1,003,872 991,054 12,818

29,552

◇補正内容

予算額 返還額 補正額

① ② ②-①

返還金 1 29,552 29,551

項　目

29,551

30

補正額②－①①　予　算 ②　見　込

439

26

29,551

439

事業名

項　目

委託料

事業名

事業名

担当課 費　目 項目 事業費
財　　　　源　　　　内　　　　訳

長寿社会課 3.3.2

節別内訳

8 旅費 69

1369補正額

合計

調査委託（在宅分）

調査委託（施設分）

内　容

返　　還　　額　　合　　計

担当課 費　目 項目 事業費
財　　　　源　　　　内　　　　訳

長寿社会課 5.1.2

節別内訳

22
償還金利子
及び割引料

29,551

地域支援事業交付金

介護給付費交付金

国

介護給付費負担金

介護保険事業費補助金

地域支援事業交付金

項　　目

補正額

項　目

補正額長寿社会課 1.3.2

項目担当課 費　目

節別内訳

12 委託料 439

事業費
財　　　　源　　　　内　　　　訳
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◎公共下水道事業会計補正予算（第２号） [単位：千円]

（款）１．下水道事業費 （項）１．営業費用

◇説明
６．総　係　費 　本年10月から、指定金融機関において公金支出に係る振込手数料が有料化

　されることに伴い、必要となる手数料。

◇経緯
　内国為替制度運営費が本年10月から公金に適用されるのにあわせ、指定金融機関
　から手数料制定の申し出があったことから、これに対応するもの。
　（鳥取県及び県内他市と同額）

◇補正内容
項　目

公金取扱手数料
(口座振込手数料)

【その他の金融機関口座】＠162円×200件×1.1
91

公共下水道事業会計 収益的支出

目　　　名 説         明

91

内　容 補正額

R5.10～R6.3実績に基づき見込件数を算出
【指定金融機関口座】　　＠100円×500件×1.1
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